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○沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例施行規則 

平成25年10月29日規則第87号 

改正 

平成26年３月31日規則第９号 

令和３年３月26日規則第20号 

令和６年３月29日規則第29号 

沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例施行規則をここに公布する。 

沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例（平成25年

沖縄県条例第64号）。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（助言及びあっせんの求め） 

第２条 条例第21条の規定により助言又はあっせんを求めようとする者は、障害を理由とする差別

等の解消に関する助言（あっせん）申請書（別記様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定により申請書の提出があったときは、処理の結果を当該申請書を提出した

者に通知するものとする。 

（あっせんの打切り） 

第３条 条例第24条第１項に規定する沖縄県障害を理由とする差別等の解消に関する調整委員会

（以下「調整委員会」という。）は、あっせんによる解決の見込みがないと認めるときは、これ

を打ち切ることができる。 

（助言又はあっせんの報告） 

第４条 調整委員会は、助言若しくはあっせんの必要がないと認めるとき、差別等の性質上助言若

しくはあっせんをすることが適当でないと認めるとき、前条の規定によりあっせんを打ち切った

とき、又は助言若しくはあっせんにより解決が図られたときは、知事に対しその旨を報告するも

のとする。 

（調整委員会の会長等） 

第５条 調整委員会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、会務を総理し、調整委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す
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る。 

（会議） 

第６条 調整委員会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 調整委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 調整委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（庶務） 

第７条 調整委員会の庶務は、生活福祉部障害福祉課において処理する。 

（雑則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、調整委員会の運営に関し必要な事項は、会長が調整委員会

に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。ただし、第５条から第８条まで及び次項の規定

は、公布の日から施行する。 

（沖縄県行政組織規則の一部改正） 

２ 沖縄県行政組織規則（昭和49年沖縄県規則第18号）の一部を次のように改正する。 

第48条中第19号を第20号とし、第14号から第18号までを１号ずつ繰り下げ、第13号の次に次の

１号を加える。 

(14) 障害を理由とする差別等の解消に関する調整委員会に関すること。 

第241条第２号の表中 

「 沖縄県福祉のま

ちづくり審議会 

福祉のまちづくり条例第30条に基づき、福祉

のまちづくりの推進に関する重要事項につい

て調査審議すること。 

福祉保健

部 

障害保健

福祉課 

」 

を 

「 沖縄県福祉のま

ちづくり審議会 

福祉のまちづくり条例第30条の規定に基づ

き、福祉のまちづくりの推進に関する重要事

項について調査審議すること。 

福祉保健

部 

障害保健

福祉課 

 

 沖縄県障害を理 沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしや福祉保健 障害保健 」 
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由とする差別等

の解消に関する

調整委員会 

すい社会づくり条例（平成25年沖縄県条例第

64号）第24条の規定に基づき、障害を理由と

する差別等の解消に関し、助言又はあっせん

を行い、及び必要な事項を調査審議すること。 

部 福祉課 

に改める。 

附 則（平成26年３月31日規則第９号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月26日規則第20号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月29日規則第29号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。（後略） 


